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子どもがいる無職女性の子育て分野で働く意識 
 
 

上席主任研究員 的場 康子 
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要旨 

①2015年４月から子ども・子育て支援新制度（以下「新制度」）が施行され、保育事業の

拡大が図られる。そのため保育人材の確保が重要な課題となっており、保育士確保のた

めの取組が強化されている。しかし保育士のみでは必要量を満たせないことから、子育

て分野で働くことに関心のある地域住民に必要な研修を提供し、研修を修了した人を

「子育て支援員」と認定し保育従事者等として活用する制度が新制度と共に創設される。 

 

②そこで当研究所では、新制度施行前に、子どもを持ち働いていない既婚女性を対象とし

て「女性の就労・社会参加に関するアンケート調査」を実施し、子育て分野の仕事への

就労意向、並びに「子育て支援員」についての関心度等についての意識をたずねた。 

 

③調査の結果、主に30代、40代で子育て分野で働くことに前向きな人が少なくないことが

明らかとなった。また、こうした人を中心に「子育て支援員」に関心のある人が多い。

新制度の導入により、保育事業を拡大し子育て支援の充実を図るにあたり幅広い人材の

確保が求められている中、一定程度期待できる担い手の存在が浮き彫りになった。 

 

④こうした女性労働力を、地域の子育て支援の充実に活かすため、一つには、子育て支援

員の認知度向上の取組を行い、普及させることが必要である。もう一つは、保育事業の

運営主体は民間企業のみならず、地域住民による非営利活動など、多様な事業主体があ

ることの周知も必要である。子育て分野で働きたい人が、自分のライフスタイルに合っ

た働き方ができるよう、地域内で子育て支援をおこなう団体・組織等についての情報提

供を充実させることも、子育て支援の充実のために重要と思われる。 

 

 キーワード：子ども・子育て支援新制度、子育て支援員  
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１．はじめに 
 

（１）子ども・子育て支援新制度の施行に向けて 

 国を挙げて女性の活躍推進が図られている中、共働きの増加等により保育需要が高

まり、利用したくても利用できない待機児童の問題が続いている。他方、核家族化や

地域コミュニティの希薄化により、子育て中の親が子どもの発達や子育てについて学

べる機会や、地域の中で子育ての悩みや不安を共有し助け合ったりする場が少なくな

っているなど、子育て環境が変化して、孤独や不安を感じながら子育てをしている人

が増えていることも指摘されている。 

こうした問題を解決するために、2015年４月から子ども・子育て支援新制度（以下

「新制度」）が施行され、地域の実情に応じて保育の供給量を増やし、子育て支援の充

実が図られる。特に０～２歳児を対象とする小規模の保育事業を増やすことで、０～

２歳児の待機児童が多い都市部の保育需要に対応するとしている。また新制度では、

共働き家庭だけでなく、すべての子育て家庭を支援するための「地域子ども・子育て

支援事業」を充実させる。例えば、急な用事や短期のパートタイム就労などのために

利用できる「一時預かり事業」や、地域の身近なところで気軽に親子の交流や子育て

相談ができる「地域子育て支援拠点事業」などの拡充を図るとしている。 

このように新制度では、保育所等の整備のみならず、小規模保育事業や地域子ど

も・子育て支援事業など、様々な保育事業の展開が見込まれている。そのため施行に

あたり、これら事業に従事する保育士などの人材確保が重要課題となっている。 

 

（２）子育て支援員制度の創設 

保育士については、待機児童解消のために実施している「待機児童解消加速化プラ

ン」（2013年５月）の中で、保育所の供給量拡大に併せて、保育士の就業支援や処遇改

善、潜在保育士の復帰支援など、その確保のための取組が強化されている。 

他方、新制度では前述の通り、保育所のみならず、地域の子育てニーズに対応した

様々な子育て支援事業が供給されることとなっている。これら事業の量的拡大に対応

するためには、保育士のみでは必要な人材の供給量をまかなうことができない可能性

がある。そのため、保育士以外の担い手も確保することが必要とされている。そこで、

「保育や子育て支援の仕事に関心を持ち、子育て支援分野の各種事業に従事すること

を希望する者等」＊１の地域住民に必要な研修を提供し、その研修を修了した人を「子

育て支援員」として認定し、保育従事者等として活用する制度が、新制度の施行に併

せて創設されることとなった＊２。 

子育て支援員に期待されている役割は、「小規模保育」や「事業所内保育」「家庭的

保育」等においては保育士の補助をおこなう（図表１）。また、子育て中の親子の交流

の場を提供する等の「地域子育て支援拠点事業」や育児の相談に応じる等の「利用者
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支援事業」では、保育士の機能を超え、専任職員として子育てをサポートする役割も

想定されている。 

 

図表１ 子育支援員の従事先と想定されている事業 

事業名 事業内容 
従事先での

職名 

小規模保育Ｂ型 

保育を必要とする乳幼児（０～２歳児）を保育することを目的と

する施設（利用定員が６人以上19人以下であるものに限る）に

おいて、保育を行う事業。Ｂ型は職員配置として「半数以上は

保育士」の要件がある。 

保育従事者 

事業所内保育

（19人以下） 

事業所の従業員の子どもに加えて、保育を必要とする地域の

子どもを保育することを目的とする施設において、保育を行う事

業。 

保育従事者 

家庭的保育 
乳幼児を家庭的保育者の居宅その他の場所において、家庭的

保育者による保育を行う事業（定員１～５人）。 

家庭的保育

補助者 

一時預かり事業 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児

について、主として昼間に保育所その他の場所において、一時

的に預かり、必要な保護を行う事業。 

保育従事者 

地域子育て支援

拠点事業 

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子

育てについての相談、情報の提供、助言その他必要な支援を

行う事業。 

専任職員 

ファミリー・サポー

ト・センター事業 

乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の労働者や主婦

等を会員として、児童の預かりの援助を受けることを希望する者

（依頼会員）と当該援助を行うことを希望する者（提供会員）との

相互援助活動に関する連絡、調整を行う事業。 

提供会員 

利用者支援事業

子ども又はその保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地

域の子育て支援事業等の情報提供及び必要に応じ相談・助言

等を行うとともに、関係機関との連絡調整等を実施する事業。 

専任職員 

放課後児童クラ

ブ（放課後児童

健全育成事業） 

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学してい

る児童に対し、授業の終了後に小学校の余裕教室、児童館等

を利用して適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育

成を図る事業。 

補助員 

乳児院・児童養

護施設 

乳児院は、保護者の養育を受けられない乳幼児を養育する施

設。児童養護施設は、保護者のない児童や保護者に監護させ

ることが適当でない児童に対し、児童の心身の健やかな成長と

その自立を支援する施設。 

補助的職員 

注 ：なお、下記厚生労働省資料によれば、上記の事業は「従事先として想定されるものを記載したものであり」、

これら「以外にも研修内容を活かした様々な子育て支援サービスでの従事が考えられる」とある。 

資料：厚生労働省「第１回子育て支援員（仮称）研修制度に関する検討会資料」2014年８月４日等をもとに筆者作成。 

 

これによって、地域の子育て世代のために役に立ちたいという住民の力を活用する

ことで、子育てを住民相互が支える仕組みを確立し、潜在的な女性労働力を引き出し

ながら地域における子育て機能を向上させ、子育てしやすい社会を目指す狙いがある。 

こうした中、新制度施行を前に、当研究所では、子どもを持ち働いていない既婚女
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性を対象に「女性の就労・社会参加に関するアンケート調査」を実施し、子育て分野

での就労意向、並びに「子育て支援員」についての関心度等についての意識をたずね

た。本稿では調査結果を踏まえ、子育て分野で働くことの女性の意識を紹介し、保育

事業を拡大して地域の子育て機能向上を狙う新制度に備え、幅広く保育人材を確保す

るための課題について考える。 

 

（３）アンケート調査の概要 

１）調査概要 

アンケート調査の概要は図表２の通りである。 

 

図表２ アンケート調査の概要 

調査名 女性の就労・社会参加に関するアンケート調査 

サンプル 
30～69歳で、首都圏（東京、神奈川、埼玉、千葉）と近畿圏（京都、大阪、兵庫）の
都府県に住み、既婚（有配偶）で子どもをもつ無職の女性1,000人（30代、40代、50
代、60代それぞれ250人ずつの割付をおこなった）。 

調査方法 インターネット調査（株式会社クロス・マーケティングのモニター） 

調査時期 2014年10月 

 

２）調査対象者の属性 

調査対象者の主な属性として年代別末子年齢等の内訳を図表３に、これまでの勤務

経験の内訳を図表４に示した。 

調査対象者の年代別に末子の年齢等の内訳をみると、30代では８割以上が未就学児、

40代では約８割が中学生以下である。50代になると８割以上が高校を卒業しており、

60代では９割以上が企業等に勤務していると回答している。 

 

図表３ 調査対象者の末子の年齢・勤務・婚姻状況（全体、年代別） 

（単位：％） 

 
注：網掛けは、各年代別に上位２位の項目を示す 
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全体(n=1,000) 16.1 10.0 13.2 5.5 4.4 9.7 17.6 11.4 4.7 5.1 2.3

30-39歳(n=250) 54.0 27.2 15.2 1.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.0

40-49歳(n=250) 10.4 12.8 35.6 17.2 10.0 8.4 2.8 0.4 0.8 0.0 1.6

50-59歳(n=250) 0.0 0.0 2.0 3.2 7.6 28.8 38.0 7.2 8.0 3.2 2.0

60-69歳(n=250) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.6 29.6 38.0 10.0 17.2 3.6
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正社員・正職員と
して企業等に勤
務したことがある

正社員・正職員
と、非正社員・非
正職員として企
業等に勤務した
ことがある

非正社員・非正
職員（パート・ア
ルバイト・契約社
員）として企業等
に勤務したことが
ある

全体(n=1,000) 100.0 6.1 63.5 21.1 8.6 0.7

30-39歳(n=250) 100.0 3.2 54.8 28.4 12.8 0.8

40-49歳(n=250) 100.0 5.2 59.2 26.4 8.8 0.4

50-59歳(n=250) 100.0 4.0 72.4 18.0 4.8 0.8

60-69歳(n=250) 100.0 12.0 67.6 11.6 8.0 0.8

学校を卒業して
から現在まで、企
業等に勤務した
ことがない

その他

企業等に勤務したことがある

全体

調査対象者のこれまでの勤務経験の内訳をみると、「学校を卒業してから現在まで、

企業等に勤務したことがない」と回答した人は6.1％であり、ほとんどの人は企業等に

勤務したことがある。勤務経験者の就労形態をみると、「正社員・正職員として企業等

に勤務したことがある」と回答した人が最も多く63.5％を占める。次いで正社員・正

職員に加え、非正社員・非正職員（パート・アルバイト・契約社員）としての勤務経

験がある人が21.1％、非正社員・非正職員のみしか勤務経験がない人は8.6％である。 

調査対象者の年代別にみると、30代、40代では「正社員・正職員と、非正社員・非

正職員（パート・アルバイト・契約社員）として企業等に勤務したことがある」割合

が３割弱であり、50代、60代よりも高いことが特徴的である。50代、60代の方が30代、

40代よりも、正社員・正職員としての就労しか経験していない人の割合が高い。 

 

図表４ 調査対象者の企業等への勤務経験（全体、年代別） 
（単位：％） 

 

 

 

 

 

２．子育て分野での就労意向 
 

（１）子育てにかかわる仕事の就労意向 

 先述の通り、新制度では子育て支援事業を充実させるために、保育士のみならず、

子育て分野で働くことに関心のある地域住民など、幅広く担い手を確保することとし

ている。こうした中、本アンケート調査では、企業等に勤務経験がある人が多いもの

の現在は無職の女性が子育てにかかわる仕事に対して、どの程度関心があるかをたず

ねた。保育人材の確保のために、どの程度期待できるのであろうか。 

調査の結果、子育て分野で働きたいと回答した人は全体の12.3％であったが、「現

在はできないが、将来的にこの分野で働きたい」（22.2％）を合わせると、３割以上が

前向きな回答であった（図表５）。 

年代別にみると、年代が若いほど「この分野で働きたい」と「現在はできないが、

将来的にこの分野で働きたい」を合わせた『子育て分野で働く意向のある人』（以下同



Report  

6 Life Design Report  Winter 2015.1             第一生命経済研究所 ライフデザイン研究本部 

12.3 

16.0 

12.8 

9.2 

11.2 

17.1

12.5

11.0
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21.3
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19.3

16.0

65.5 

52.4 

60.8 

69.2 

79.6 

61.6

63.5

62.2

69.3

74.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1,000)

30-39歳(n=250)

40-49歳(n=250)

50-59歳(n=250)

60-69歳(n=250)

東京23区(n=164)

政令指定都市(n=296)

人口30万人以上の市(n=209)

人口10万～30万人未満の市(n=212)

人口10万人未満の市、町村(n=119)

この分野で働きたい 現在はできないが、

将来的にこの分野で働きたい

この分野で働くことを

考えていない

【年代別】

【居住地の人口規模別】

様）の割合が高い。中でも30代では３割以上が「現在はできないが、将来的にこの分

野で働きたい」と回答している。30代の多くは末子がまだ未就学児であることから、

子どもがもう少し大きくなったら、この分野で働きたいと思っているのであろう。 

 居住地の人口規模別にみると、東京23区や政令指定都市、人口30万人以上の市では、

『子育て分野で働く意向のある人』の割合が４割近くにのぼる。人口規模の大きい地

域の方が、待機児童が多いなど子育て支援に対するニーズが高い。そうした地域特性

を察して、人口規模が大きい地域の住民は、子育て支援充実の必要性を実感し、子育

て分野で働くことに前向きな人が多いのかもしれない。 

 

図表５ 子育てにかかわる仕事の就労意向（全体、年代別、居住地の人口規模別） 

注：本調査の対象における政令指定都市は、さいたま市、千葉市、横浜市、川崎市、相模原市、京都市、大阪市、 

堺市、神戸市を示す。 

 

（２）子育てにかかわる仕事の働き先 

 子育て分野で「働きたい」と「現在はできないが、将来的にこの分野で働きたい」

と思っている人に、子育てにかかわる仕事をするにあたり、どのような組織で働きた

いかをたずねた。現状、子育て分野の主な就労先として、一つの選択肢は雇用契約に
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39.8
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66.7
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全体(n=345)

30-39歳(n=119)

40-49歳(n=98)

50-59歳(n=77)

60-69歳(n=51)

雇用契約に基づく

民間企業で働きたい

助け合いの理念に基づく

住民参加型の地域活動に

参加して働きたい

【年代別】

基づく民間企業（以下「民間企業」）などがあり＊３、もう一つは助け合いの理念に基

づく、社会福祉協議会、ファミリー・サポート・センター、ＮＰＯなどの住民参加型

の地域活動（以下「地域活動」）がある。前者は保育所等を運営している株式会社等の

民間保育事業者であり、後者は地域住民による子育て支援を目的に非営利で活動する

組織である。 

調査結果は、全体では「民間企業」が53.6％、「地域活動」が46.4％である（図表

６）。民間企業の方が多いが、あまり大きく差が開いていない。子育てにかかわる仕事

をするにあたり、地域活動に参加して働きたいという人も、民間企業と同じくらいの

割合である。 

年代別にみると、30代と40代は子育てにかかわる仕事をするにあたり、民間企業で

働きたいと回答した人が６割以上を占めているが、50代と60代では地域活動に参加し

て働きたいと回答した人の方が多い。 

保育所の多くを占める認可保育所の運営は、2000年の規制緩和により株式会社の参

入を認められるまでは主に自治体や社会福祉法人が担ってきた。株式会社による保育

サービスが社会的に広まったのは2000年以降のことである。そのため現在、未就学児

を育てている人が多く含まれる若年層の方が、保育事業を行なう民間企業の存在を身

近に感じているのかもしれない。こうしたことも、子育てにかかわる仕事の就労先を

選択する女性の意識に関係していると思われる。 

以上、現在働いていない既婚女性の子育て分野における就労意識をみてきた。こう

した意識を踏まえて次に、2015年４月に創設される「子育て支援員」についての認知・

関心度をみる。 

  

図表６ 子育てにかかわる仕事の希望する働き先（全体、年代別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：図表５で「この分野で働きたい」と「現在はできないが、将来的にこの分野で働きたい」の回答者が対象 
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聞いたことがある 聞いたことがない

【年代別】

【居住地の人口規模別】

３．子育て支援員への関心度 
 

（１）子育て支援員の認知度 

 「子育て支援員」のことを聞いたことがある人はどのくらいいるであろうか。アン

ケート調査では「一定の研修を実施し修了した人を『子育て支援員』として認定し、

小規模保育・家庭的保育・一時預かり・事業所内保育の保育従事者等とする事業が始

まる予定」であると説明した上で、この「子育て支援員」について、聞いたことがあ

るかをたずねた。その結果、全体では「聞いたことがある」が36.4％、「聞いたことが

ない」が63.6％であり、「聞いたことがある」人は４割弱である（図表７）。 

年代別にみると、「聞いたことがある」への回答割合が最も高いのは60代の46.0％

であり、次いで50代の42.8％である。これら50代以上に比べて40代以下の「聞いたこ

とがある」人の割合は低く、40代では約２割に留まっている。年代が高い人の方が認

知度が高い。 

 居住地の人口規模別にみると、「聞いたことがある」の割合が最も高いのは東京23

区に住んでいる人であり、次に政令指定都市と続く。以下、人口規模が小さいほど「聞

いたことがない」への割合が高くなっている。人口規模が大きい地域に住んでいる人

の方が認知度が高い。 

   

図表７ 子育て支援員の認知度（全体、年代別、居住地の人口規模別） 

注：本調査の対象における政令指定都市は、さいたま市、千葉市、横浜市、川崎市、相模原市、京都市、大阪市、堺

市、神戸市を示す。 
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（２）子育て支援員についての関心度と就労意向 

 次に、子育て支援員として働きたい人はどのくらいいるであろうか。子育て支援員

についての関心度と就労意向をたずねた結果をみると、全体では「関心があり、子育

て支援員としてすぐにでも働きたい」（以下「すぐにでも働きたい」）の回答割合は3.2％

と少ないが、「関心があるが、もう少し情報を得てから働きたい」（以下「情報を得て

から働きたい」）の31.2％を合わせると、子育て支援員として働くことに前向きな人が

約３分の１を占めている（図表８）。 

年代別にみると、「すぐにでも働きたい」への回答割合は、いずれの年代も５％以

下と低いが、「情報を得てから働きたい」と回答した人の割合は年齢が若い人ほど高い。

特に30代は「すぐにでも働きたい」と「情報を得てから働きたい」を合わせると、半

数近くが、子育て支援員に関心があり、働くことに前向きである。反対に、50代以上

は「関心がない」人が約３分の１を占めている。 

 子育てにかかわる仕事への就労意向との関連をみると、子育て「分野で働きたい」

人では20.3％が「すぐにでも働きたい」と答えている。「情報を得てから働きたい」

（71.5％）を合わせると、前向きな回答割合が９割以上である。子育て分野で働きた

い人は、子育て支援員として働くことにも前向きな人が多いようだ。 

 
図表８ 子育て支援員への関心度と就労意向 

（全体、年代別、子育てにかかわる仕事への就労意向別） 
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【子育てに関わる仕事への就労意向別】

【年代別】
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４．まとめ  
 

 以上、調査結果により、現在無職の既婚女性のうち主に30代、40代で子育て分野で

働くことに前向きな人が少なくないことが明らかとなった。また、こうした人を中心

に「子育て支援員」に関心のある人が多い。2015年４月の新制度スタートにあたり、

保育事業の拡大に対応するために幅広い人材の確保が求められている中、一定程度期

待できる担い手の存在が浮き彫りになった。こうした女性労働力を地域の子育て支援

充実のために活かすことが重要である。そのために何が必要か。 

 一つは、子育て支援員の制度化にあたり、まずはその認知度向上の取組が必要であ

る。特に30代、40代では子育て分野で働くことに前向きな人が相対的に多いにもかか

わらず認知度が低いことから、こうした層への積極的な普及活動が求められる。 

 もう一つは、保育事業の運営主体は民間企業のみならず、地域住民による非営利活

動など、多様な事業主体があることの周知も必要である。未就学児の子どもを育てな

がらも子育て分野で働くことに前向きな人も少なくない。最近では、子どもを預けた

い、あるいは預かってもいいという親同士が知り合いになり信頼関係を築いた上で、

お互いに子どもを預け合うなどの相互扶助的な子育て支援活動も広がりつつある。子

育て分野で働きたい人が、自分のライフスタイルに合った働き方ができるよう、地域

内で子育て支援をおこなう団体・組織等についての情報提供を充実させることも、子

育て支援の充実のために重要である。 

 このようにして子育て分野で働きたい人の力を引き出し、活用できるような仕組み

づくりを行うことで女性の就業が促進されれば、国が目指している「すべての女性が

輝く社会づくり」にも一歩近づくのではないだろうか。 

 

 （研究開発室 まとば やすこ） 

 

【注釈】 

*1 厚生労働省「第３回子育て支援員（仮称）研修制度に関する検討会 資料１子育て支援員

（仮称）研修制度の整理①」2014年９月29日 

*2 「『日本再興戦略』改訂2014－未来への挑戦－」（2014年６月24日）において、「子育て支援

員（仮称）の創設」が明記されている。 

*3 この他にも雇用契約に基づく子育て分野の就労先として、社会福祉法人や学校法人等があ

るが、本アンケート調査では、このうち民間企業に絞ってたずねた。 


